
活動概要

■法人社員、特別社員の内訳（2021年5月現在）

法人社員数 154社
特別社員数 12団体

■東三河午さん交流会内容一覧（2020年8月から2021年3月まで） ＊役職は開催当時

＊役職は開催当時■東三河産学官交流サロン内容一覧（2020年8月から2021年3月まで）

■東三河地域問題セミナー内容一覧（2019年10月から2020年9月まで） ＊役職は開催当時

当センターは、公益社団法人として、地域の諸課題に関係したセミナーの開催や、東三河懇話会（任意団体）と連携し、地域の経済界、
大学、自治体等と連携した産学官交流サロン等を20年以上にわたって実施しています。

回 開催日 テーマ
参加
人数

特別
2020年
2月27日

「三遠南信地域を含めた道の駅の活性化と連携の可能性」 株式会社東海まちづくり研究所 山内　秀彦 氏 29

1
2020年
8月27日

「日々の暮らしと土砂災害へ備え－実効性のある防災に向けて－」 名古屋大学院生命農学研究科　准教授 田中　隆文 氏 31

2
2020年
9月28日

「関係人口と地域づくり～もう一つの「人口」論から
　もう一つの「人材」論へ～」

公立大学法人福知山公立大学
地域経営学部　准教授

杉岡　秀紀 氏 31

参加人数 計 91

講師

回 開催日 テーマ
参加
人数

204 2020年8月7日 「豊川の『霞堤』－今も生きる伝統的治水システム－」 愛知大学名誉教授 藤田佳久 氏 43
205 2020年9月4日 「才能を育てる」 ＮＰＯ法人ＴＴＲｕｎｎｅｒｓ 理事長 仲井雅弘 氏 35
206 2020年10月2日 「動物園は必要ですか？」 豊橋総合動植物公園  動植物園長 高見一利 氏 32
207 2020年11月6日 「奥三河 つなぐ観光を目指して」 一般社団法人奥三河観光協議会 鈴木真由子 氏 44
208 2020年12月4日 「科学の目で再発見！東三河のたからもの」 蒲郡市生命いのちの海科学館 館長 山中敦子 氏 31
209 2021年2月5日 「うな丼の未来を明るく、夢の実現へ」 株式会社海みらい研究所 代表取締役 丸﨑敏夫 氏 38
210 2021年3月5日 「崩れゆく吉田城　今、何が必要か？」 豊橋市文化財センター 学芸員 中川 永 氏 33

参加人数 計 256

講師

※2020年4月～7月は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止

回 開催日 テーマ
参加
人数

「戦国時代の豊橋」 愛知大学　文学部教授 山田邦明 氏
「未来 （あす）の蒲郡に向けて」 蒲郡市長 鈴木寿明 氏

431 2020年9月16日 「地域と連携した技科大のこれからの国際展開と博士人材育成の挑戦」 豊橋技術科学大学　学長 寺嶋一彦 氏 66
「理学療法の視点からみたこころの健康管理について」 豊橋創造大学 石田和人 氏
「農業の社会課題を地方版働き方改革で解決」 （株）アグリトリオ　代表取締役社長 石川浩之 氏
「三河中央と三河湾の新生「愛知工科大学」」 愛知工科大学　学長 安田孝志 氏
「三河港を核とした東三河の経済発展」 三河港湾事務所長 山口隼人 氏

434 2020年12月23日 「コロナの一年とこれから」
豊橋技術科学大学　前学長／東京大学
名誉教授

大西 隆 氏 88

「多様な木と森－生物多様性の科学－」 豊橋技術科学大学　副学長 山本進一 氏
「もったいないをありがとうに－東三河フードバンク－」 ＮＰＯ法人東三河フードバンク　副理事長 片桐逸司 氏
「地域防災論と大学の役割－南海トラフ地震を想定して－」 愛知大学　地域政策学部 教授 鈴木誠 氏

「いま、奥三河がおもしろい－受け継がれていく中山間地－」
一般社団法人奥三河ビジョンフォーラム
専務理事

田村太一 氏

「和歌山工業高等専門学校校長を経験して」 豊橋技術科学大学　理事・副学長 角田範義 氏
「東三河とともに －Waphytoのご紹介と地域創生－」 株式会社Waphyto　代表／植物療法士 森田敦子 氏

参加人数 計 507

講師

430 2020年8月19日 71

432 2020年10月21日 65

433 2020年11月18日 62

437 2021年3月23日 53

435 2021年1月20日 46

436 2021年2月17日 56

※2020年4月～7月は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止
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